
1 

 

 

 

 

 

企画競争に関する公告 

 

 

 

下記のとおり公告します。 

 

記 

 

１ 企画競争の内容 

（１）件   名  世界遺産貨幣セット用小冊子編集業務 

（２）業務の内容  実施要領による（実施要領は参加希望者に配付する。）。 

 

２ 企画競争に参加する者に必要な資格等に関する事項 

（１）当該契約を締結する能力を有しない者、破産者で復権を得ない者、暴力団員による不当

な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団（そ

の構成員及び関係者を含む。）及び公共の安全を害するおそれのある団体として破壊活動

防止法（昭和２７年法律第２４０号）その他の法律による規制を受ける団体（その構成員

及び関係者を含む。）は、企画競争に参加することができない。 

（２）過去３年間に次の各号のいずれかに該当する事実があったと認められる者は、企画競争

に参加することができない。その者を代理人、支配人その他の使用人として使用する者に

ついても同様とする。 

一 契約の履行に当たり故意に工事若しくは製造を粗雑にし、又は物件の品質若しくは

数量に関して不正の行為をした。 

二 公正な競争の執行を妨げ又は公正な価格を害し若しくは不正な利益を得るために

連合した。 

三 落札者が契約を結ぶこと又は契約者が契約を履行することを妨げた。 

四 監督又は検査の実施に当たり職員の職務の執行を妨げた。 

五 正当な理由がなく契約を履行しなかった。 

六 前各号の規定により参加できないこととされている者を契約の締結又は契約の履

行に当たり、代理人、支配人その他の使用人として使用した。 

（３）平成２５・２６・２７年度独立行政法人造幣局の競争参加資格において業種区分が「役

務の提供等」の資格を有する者又は企画書の提出期限までにその資格を有する者でなけれ

ば、企画競争に参加することができない。 

（４）各省各庁（財政法（昭和２２年法律第３４号）第２１条に規定する各省各庁をいう。）

から指名停止等を受けている者は、企画競争に参加することができない。 
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（５）独立行政法人造幣局と締結した契約に関し、契約に違反し、契約の相手方として不適当

であると認められる者は、企画競争に参加することができない。 

（６）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てをし、又は民

事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てをした者は、企画

競争に参加することができない。ただし、これらの手続の開始の決定がなされた後におい

て、競争参加資格の再認定を受けたときは、この限りでない。 

（７）下記３の企画競争に関する説明会に出席した者でなければ、企画競争に参加することが

できない。 

 

３ 企画競争に関する説明会 

（１）開催日時 

   平成２７年１０月２７日（火）１３時００分から 

（２）開催場所 

   大阪市北区天満１-１-７９ 

独立行政法人造幣局 中会議室（庁舎３階） 

（３）説明事項 

   業務の内容、審査基準等 

（４）参加申し込み方法 

     説明会に参加する者は、平成２７年１０月２６日（月）１６時００分までに、下記に

電話またはメール（下記申し込み先の２つのアドレスに送信すること）による申し込みを

行うこと。 

   （申し込み先） 

独立行政法人造幣局 総務部経理課（契約担当） （庁舎１階）  

   電話番号（０６）６３５１－５４６３（担当:中山、白柳） 

     E-mail :  dnakayama@mint.go.jp 

 fsiroyanagi@mint.go.jp 

   （電話受付時間） 

     平日９時００分から１２時００分まで及び１３時００分から１６時００分まで 

 

４ 企画書の提出 

（１）提出期限 

 平成２７年１１月１１日（水）１６時００分まで 

（２）提出先 

〒５３０－００４３ 大阪市北区天満１-１-７９ 

   独立行政法人造幣局 総務部経理課（契約担当） （庁舎１階） 

（３）受付時間 

平日９時００分から１２時００分まで及び１３時００分から１６時００分まで 

（４）参考資料 

    その他補足説明資料があれば、企画書に添付すること。 
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５ 企画書等の無効 

本公告に示した企画競争に参加することができない者の企画書等は無効とする。 

 また、上記４の提出期限までに企画書等の提出がない者の企画書等は無効とする。 

 

６ 選定方法 

（１）企画書等の内容を踏まえ、造幣局内に設置する審査委員会において審査し、本件の趣旨

に最も合致した内容の企画提案を行った者を選定する。 

（２）採択、不採択については、決定後、企画書等を提出した者に対して通知するとともに、

ホームページにて公表する。なお、選定経過等に関する問い合わせには応じられない。 

（３）採択された企画書等を提出した者は、造幣局と請負契約を締結することとなる。なお、

契約に当たっては、当該企画書等に加筆等を行ったものを仕様書とする場合がある。 

   なお、いずれの企画提案も内容が不十分と判断される場合は、本件の実施を見合わせる、

若しくは再公告を実施する場合がある。 

 

７ 審査基準 

 審査は、企画書等の作成要件を満たしていることを条件とし、企画書等の内容を以下のとお

り評価する。 

（１）記載内容 

・実施要領に定められた記載事項が不足なく明確に記載されているか。 

（２）実績 

・民間企業・団体、政府官公庁等の本件類似業務を行った実績を有しているか。 

（３）実施体制・能力 

・実施体制が具体的に設定されているか。 

・平成２７年７月に世界文化遺産に登録された「明治日本の産業革命遺産 製鉄・製鋼、

造船、石炭産業」（以下、「産業遺産」という。）に関する幅広い知見を有しているか。

または、産業遺産に関する幅広い知見を有している者との調整を行い、その者の協力が

得られるか。 

・知的財産権に関する知見を有しているか。または、知的財産権に関する知見を有してい

る者の協力が得られるか。 

・デザイン・印刷に関するスキル・経験を有しているか。または、デザイン・印刷に関す

るスキル・経験を有している者の協力が得られるか。 

（４）提案内容 

・分かりやすい構成、レイアウト、内容になっているか。 

・内容は客観的事実に基づくものになっているか。 

・産業遺産の概要を広く分かりやすく伝えるものになっているか。 

・読む人を惹きつけるような魅力があるか。 

（５）費用 

・費用の積算根拠が示されているか。またその積算根拠に妥当性があるか。 
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・企画書の内容と費用とのコストパフォーマンスが優れているか。 

 

８ その他の留意事項 

（１）応募に対する経費の支払いは行わない。また、提出された書類等の返却はしない。 

（２）採択された場合には、「独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律」（平成１３

年法律第１４０号）に基づき、不開示情報（個人情報、法人の正当な利益を害する情報等）

を除いて、応募書類が情報公開対象となる。 

 

 

 

平成２７年１０月９日 

 

独立行政法人造幣局      

理事 西 堤 英 行  


